
 

『給与所得の確定申告が簡便化 マイナポータル経由で自動連携』 
 

 令和６年２月より、国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」からマイナンバーカードを利用

してｅ－Ｔａｘで申告する際、勤め先から税務署に提出された「給与所得の源泉徴収票」の情報を、マイ

ナポータル経由で取得し、確定申告書の該当項目に自動で入力することができるようになる（マイナ

ポータル連携）。上記情報を取得するためには、（１）勤め先が従業員の給与所得の源泉徴収票をｅ－Ｔ

ａｘ又は認定クラウド等により税務署へ提出していること（２）（１）の給与所得の源泉徴収票に、従業員の

マイナンバー、氏名、住所、生年月日等の情報が正しく入力されてい

ることが必要になる。また、マイナポータル連携を利用するためには、

ｅ－Ｔａｘとマイナポータルを連携させるための事前準備が求められ

る。さらに給与所得の源泉徴収票情報の取得に当たっては、マイナ

ポータルとの連携のほか、あらかじめｅ－Ｔａｘのマイページにおいて、

情報の取得を希望する旨の登録等を行う必要がある。この事前準備

は初回のみ。国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」から

確定申告書の作成を開始し、手順に沿ってマイナポータル連携を利

用して、源泉徴収票情報を取得する流れとなる。申告書作成は令和６

年１月上旬から可能となる。 
 

『医療費応能負担、一層の徹底を 社会保障制度で提言―日商東商』 
 

 日本商工会議所は東京商工会議所と連名で、「社会構造の変化に対応した持続可能な社会保障制

度の構築に向けて」と題する提言を公表した。提言は医療、介護、年金などの分野で具体的な改革の内

容に言及。医療に関しては、医療費の自己負担や保険料負担が大きいのに対して給付額が少ない現

役世代と、保険料負担が低く、給付額が大きい高齢世代は負担と受益のバランスが著しく不均衡となっ

ていると指摘。後期高齢者のうち、一定以上の所得がある層については２０２２年１０月から医療費の窓

口負担が２割に引き上げられたが、年齢にかかわらず自己負担を３割とするなど、応能負担のさらなる

徹底を図るべきだと強調している。介護については、人材不足に対

応して外国人介護人材の受け入れ・定着支援等の事業を拡充すべ

きだとしている。医療・介護におけるＤＸの推進では、医療情報が集

約されているカルテを完全に電子化、関係者間で円滑に情報共有

することが不可欠であると指摘した。提言は、国の将来を担う若者世

代が安心して暮らせる社会を実現するため、国民生活のセーフ

ティーネットである社会保障制度について働き方や家族構成の変

化への対応、財源の持続性確保や国民負担抑制等に向けた改革

が必要という認識の下で取りまとめられた。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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